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エコマークは(財)日本環境協会が自主的に運営している事

業です。エコマークの活動予算は、すべて認定企業の皆様か

らのエコマーク使用料および商品認定申込者の皆様からの

商品認定審査料で賄われています。 この「エコマークニュー

ス」 では、 「エコマーク事業実施要領」 に基づき、 新規選定

のエコマーク商品類型、認定基準案など、エコマーク事業に

関する情報を提供しています。

　 エコマーク事務局では、 本年８月に実施した 「エ

コマーク事業に関するアンケート調査」 およびヒア

リングにおいて、 認定商品保有企業の皆様からいた

だいたご意見・ご回答の中から、早急に改善・改革す

べきものをピックアップし、 検討を進めた結果、 上

記２項目を実施することを決定しました。

　今後も、 消費者ならびにエコマーク取得保有企業

の皆様の視点に立ったエコマーク事業運営に向け、

引き続き、制度の改善・改革を推進してまいります。

　 　 　 　 　 　 　　 （詳細は４ページをご覧ください。）
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エコマーク類型 ・基準制定委員会 （第４４回）

　第４４回エコマーク類型・基準制定委員会 （委員長 ：

郡嶌 孝 ・同志社大学教授） が、 ２００６年１０月１９日に

開催されました。 審議の内容は以下のとおりです。

〈審議内容〉

(１) 別表１に示す３つの認定基準案の公表およびパブ

リ ッ ク コ メン トの受付を行う こ とが決ま り ました。

(２) 認定基準の軽微な改定に関する案が、 別表２のと

おり承認されました。

(３) 一部の商品類型に関して、 別表３のとおり有効期

限を延長するこ とが決ま り ました。

(４) 既認定商品が新基準で再審査を受ける際の審査書

類の軽減措置に関する認定基準の軽微な改定案が承

認されました。 （改定日 ： ２００６年１０月１９日）

(５) エコマーク認定番号およびマーク下段表示の新基

準での継続使用に関する認定基準の軽微な改定案が

承認されました。 （改定日 ： ２００６年１０月１９日）

(６) 提案のあった新規商品類型 「畜産廃棄物・草木類・

食品廃棄物を原料とする有機堆肥」 は、 １次調査を

行った結果、 新たな商品類型と して取り上げるには

至り ませんでした。

　 　 また、第４３回エコマーク類型・基準制定委員会で

提案のあった新規商品類型提案 「業務用防滑処理溶

剤」 について２次調査を行いましたが、 新たな商品

類型と して取り上げるには至り ませんでした。

　詳細については、エコマーク事務局ホームページ

の 「商品類型化調査 （第４４回） 結果」 （ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.

ｅｃｏｍａｒｋ.ｊｐ/ｓｋ０４４.ｈｔｍｌ） をご覧ください。

(７) エコマーク商品類型Ｎｏ.５４ 「詰め換え式のインク

カセッ ト ・ カセッ ト リボン」 の認定基準の見直しを

「容器ワーキンググループ」 で検討した結果、 これ

らの製品を容器と して評価するこ とは妥当ではない

と判断しました。 本商品類型の見直しについては別

途検討するこ と とし、具体的な方針が決定し次第、

エコマークニュースならびにエコマーク事務局ホー

ムページでお伝えします。

委員会報告／決定事項

エコマーク運営委員会 （第１７回）

第１７回エコマーク運営委員会 （委員長 ： 森嶌昭夫

(財)地球環境戦略研究機関理事長） が２００６年９月２７

日に開催されました。

　今回の会議では、 ２００５年度のエコマーク事業収支

決算や認定状況、 認定基準の制定 ・改定、 普及活動や

国際協力の実績などについて、 事務局が報告を行いま

した。

　 また、 次期中期活動計画 （２００７年４月～２０１２年３

月） の目標と、 計画に盛り込むべきアクシ ョ ンプラン

の大綱（案）の審議がなされ、 今後の方向性について

活発な議論が展開される と と もに、 特にエコマークの

普及を奨励するための特別措置について、 早急に検討

するこ と と されました。

認定基準の制定 ・改定の動き （２００６年１１月５日現在）

◎別表１ 認定基準案の公表

類型

番号
類　型　名 公表期間 制定/改定日

認定

基準

パブリ ック

コ メン ト

認定基準案

の公表

１２０ 紙製の印刷物Ｖｅｒｓｉｏｎ２.０
２００６.１１.５

～２００７.１.３
２００７.３.１ （予定日） 別添１ 受付中

１２２ プ リ ンタ Ｖｅｒｓｉｏｎ２.０
２００６.１１.５

～２００７.１.３
２００７.５.１ （予定日） 別添２ 受付中

１１７
複写機Ｖｅｒｓｉｏｎ２.２

（認定基準の一部改定）

２００６.１１.５

～２００７.１.３
２００７.５.１ （予定日） 別添３ 受付中
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◎別表３ 認定基準の有効期限の延長

類型

番号
類　型　名

現行の

有効期限日

延長後の

有効期限日
有効期限延長の理由

２２ 使用済タイヤ ・ チューブの再生品 ２００８.３.３１ ２００９.５.３１

現行の有効期限日の前年同日

までに新認定基準を制定する

こ とが困難であるため

２９ 防音防振マッ ト ２００８.３.３１ ２００９.５.３１

３１ 詰め替え使用品のための容器 ２００８.３.３１ ２００８.９.３０

３８ 家庭用雨水タンク ２００８.３.３１ ２００９.５.３１

５５ 省資源型の食用油容器 ２００８.３.３１ ２００８.９.３０

６２ 省電力型のガス漏れ警報器 ２００８.３.３１ ２００９.５.３１

１０６ 情報用紙Ｖｅｒｓｉｏｎ２ ２００８.２.１９ ２００９.３.３１

１０７ 印刷用紙Ｖｅｒｓｉｏｎ２ ２００８.２.１９ ２００９.３.３１

１０８ 衛生用紙Ｖｅｒｓｉｏｎ２ ２００８.２.１９ ２００９.３.３１

１２１ リ ターナブル容器 ・包装資材 ２００８.３.３１ ２００８.９.３０

１２３ 再生材料を使用した建築用製品 ２００８.３.３１ ２００９.５.３１

◎別表２ 認定基準の改定

類型

番号
類　型　名 公表期間 改定日

認定

基準

パブリ ック

コ メン ト

軽微な改定

１１７ 複写機Ｖｅｒｓｉｏｎ ２.０ － ２００６.１０.１９ 別添４ －

１２２ プ リ ンタ － ２００６.１０.１９ 別添５ －

１２８ 日用品Ｖｅｒｓｉｏｎ １.３ － ２００６.１０.１９ 別添６ －

１３０ 家具Ｖｅｒｓｉｏｎ １.１ － ２００６.１０.１９ 別添７ －

１３１ 土木製品Ｖｅｒｓｉｏｎ １.４ － ２００６.１０.１９ 別添８ －

認定基準案の公表

エコマーク商品類型Ｎｏ.１２０ 「紙製の印刷物Ｖｅｒｓｉｏｎ２.０ （認定基準案）」 および

Ｎｏ.１２２ 「プリンタ Ｖｅｒｓｉｏｎ２.０ （認定基準案）」 の公表について

　エコマーク商品類型Ｎｏ.１２０ 「紙製の印刷物Ｖｅｒ-

ｓｉｏｎ２.０ （認定基準案）」 およびＮｏ.１２２ 「プ リ ンタ

Ｖｅｒｓｉｏｎ２.０ （認定基準案）」 の公表を行う こ とが決ま

り ました。

　商品類型Ｎｏ.１２０ 「紙製の印刷物Ｖｅｒｓｉｏｎ２.０ （認定

基準案）」 では、 古紙パルプの使用や印刷インキにお

ける環境配慮など、 従来の基準構成を基本と しつつ、

製品寿命の短い雑誌などのリサイ クル推進、 基準の簡

素化、 古紙リサイクル適性の更新などについて、 見直

しを行っています。

商品類型Ｎｏ.１２２ 「プ リ ンタ Ｖｅｒｓｉｏｎ２.０ （認定基準

案）」 では、最新の知見に基づき、３Ｒ設計の要求事項・

騒音基準の更新、 エネルギー基準における最新エナジ

ースター基準の導入（併用）、 ＶＯＣ放散量の数値基準

値の設定または参考値の提出などの見直しを行ってい

ます。

　 また、 Ｎｏ.１２２ 「プ リ ンタ」 のＶｅｒｓｉｏｎ２.０への見直

しにあたっては、 ブルーエンジェルなど他国の環境ラ

ベルの基準との調和を図る観点から、 基準項目や製造

事業者が共通する商品類型Ｎｏ.１１７ 「複写機Ｖｅｒｓｉｏｎ

２」 （バージ ョ ンアップの改定を加えた） との段階的な

商品類型統合も視野に入れています。

　 これらの認定基準案に関し、 ２００６年１１月５日（日）

～２００７年１月３日（水） まで意見の受付を行います。

受付方法に関しては次ページをご参照ください。
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重要なお知らせ

「エコマーク事業に関するアンケート調査」 およびヒアリング結果に基づいた制度の

の改善 ・改革を行います

　エコマーク事務局では、 エコマーク認定商品保有企

業の皆様を対象に本年８月に実施した 「エコマーク事

業に関するアンケート調査」 およびヒア リ ングにおい

て、 皆様からいただいたご意見 ・ ご回答の中から、 早

急に改善 ・改革すべきものをピッ クアップし、 検討を

進めてまいり ました。

　今般、改善に向けた最初の取り組みとして、「エコマ

ーク認定番号およびマーク下段表示の新基準での継続

使用」 「既認定商品が新基準で再審査を受ける際の審

査書類の軽減措置」 の２点を実施するこ と としました。

●エコマーク認定番号およびマーク下段表示の新基

　準での継続使用について

　エコマーク事業は、 環境保全に役立つと認められる

商品に 「エコマーク」 を付けるこ とで、 環境から見た

商品の情報を提供し、 環境にやさし く暮らしたいと願

う消費者が商品を選択しやすいよ うにするこ とを目的

と しています。

　今回のアンケート調査において、 認定基準の改定に

伴うエコマーク下段の環境情報表示の変更についてお

聞きしたと ころ、 ４割を超える方が 「表示の改版にコ

ス トがかかる」 と答えています。 さ らに、 「改版に費

用 ・手間等がかかるので順次エコマークの表示を外し

ている」 との意見もあ り ました。

　そのため今般、 認定商品本体に 「エコマーク」 を積

極的に表示していただ く ために、 既認定商品が新

Ｖｅｒｓｉｏｎの基準に移行する際には、 原則と して旧基準

での認定番号およびマーク下段表示も使用できるこ と

と しました。 本年１０月１９日付けで認定基準書を改定

し、 運用を開始します。

※今後制定される新基準および２００５年４月以降に制

　定された既認定基準に適用の規定

●既認定商品が新基準で再審査を受ける際の審査書

　類の軽減措置について

　同アンケート調査において、 エコマーク申込手続き

についての設問を設けたと ころ、 約半数の方が 「証明

書類を主要項目のみに限定するなど簡略化すべきであ

る」 と答えています。 さ らに、 「初回審査時は仕方な

いが、 継続の場合は審査書類を省略するなど考慮して

ほしい」 との意見も多数寄せられました。

　 こ う したこ とから、 第三者認証機関と しての信頼性

を損なわないこ とを念頭に置きつつ、 既認定商品が新

『エコマーク商品類型Ｎｏ.○○○ 「（商品類型名と

有効期限を記載）」 （該当する全商品類型を記載）

の認定商品に限っては、 本商品類型のマーク下

段表示においても、 これまでどおり前商品類型

でのマーク下段表示およびその認定番号を記載

するこ と も可とする。』 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　改定日 ： ２００６年１０月１９日

「認定基準案の公表に関する意見の受付について」

◇問合せ ： エコマーク事務局 基準課 （０３-５１１４-１２５５）

※なお、電話によるご意見はお受けできませんので、ご了承ください。

以下の項目をもれなくお書きになり、郵送、ＦＡＸ またはｅメールにて下記送付先までお送り ください。

　①住所、氏名、職業、連絡先電話番号、ＦＡＸ番号、ｅメールアドレス

　②意見を述べるエコマーク商品類型の認定基準案名

　③上記認定基準案についての意見の要旨

　 　＊郵送 ・ ＦＡＸの場合はＡ４版、 ｅメールにファイルを添付される場合は、ワード、エクセルにてお願いします。

送付期日 ： ２００７年１月３日（水） 　　 　＊郵送は当日消印有効、 ｅメールは１７：００必着

送 付 先 ： (財)日本環境協会 エコマーク事務局 基準課

住所 〒１０６-００４１ 東京都港区麻布台１-１１-９ダヴ ィンチ神谷町２階

ＦＡＸ  ０３-５１１４-１２５７　ｅメール ｅｃｏｍａｒｋ＠ｊａｐａｎ.ｅｍａｉｌ.ｎｅ.ｊｐ
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基準で再審査を受ける際に審査書類の軽減を図るこ と

と しました。 今回、 右表の商品類型について、 申請商

品に変更がなく、 新旧の基準内容に変更がない項目に

ついては、 証明を省略できるこ とを基準書に明記しま

す。 また、 付属証明書においても、 新規申込用／再審

査用兼用のものを新たに整備し、 申込企業の皆様の視

点に立った制度の簡素化 ・ 効率化を推進します。 （改

定日 ： ２００６年１０月１９日）

　今後、 他の商品類型についても適宜、 同様の措置を

適用していく予定です。

類型番号 類　型　名 有効期限

１１２ 文具 ・事務用品Ｖｅｒｓｉｏｎ１.４ ２００９.８.３１

１１８ プラスチッ ク製品Ｖｅｒｓｉｏｎ２.２ ２０１０.８.３１

１２３ 再生材料を使用した建築用製品 ２００９.５.３１

１２８ 日用品Ｖｅｒｓｉｏｎ１.３ ２００９.６.３０

１３０ 家具Ｖｅｒｓｉｏｎ１.１ ２００９.６.３０

調査報告

「エコマーク事業に関するアンケート調査」 結果

　エコマーク事務局では、 エコマーク認定商品保有企

業の皆様の視点に立った事業運営の改善をよ り一層推

進していく こ とを目的として、本年８月に 「エコマーク

事業に関するアンケート 」 を実施させていただきまし

た （送付数２,３５０、 回答数７９４、 回答率３３.８％）。

　エコマーク取得保有企業の皆様には、 本アンケート

へのご協力ならびに貴重なご意見をいただき、 誠にあ

りがと う ございました。

　以下に調査結果の概要を紹介いたします。

①エコマークの認定取得のメ リ ッ ト

　エコマーク認定取得のメ リ ッ ト と して、 半数近くの

回答者が 「企業のイ メージアップにつながった」 と答

えています。 一方 「商品の売上アップにつながった」

との回答は１３％で、 企業活動全般への間接的なメ リ

ッ トが、 よ り大きいこ とを示す結果とな り ました。

②認定基準の改定等でマーク下段の環境情報表示の

変更が必要になる場合の対応や考え

４割以上の回答者が 「表示の改版にコス トがかかる」

「環境情報表示は必要だが、 認定基準の改定毎に表記

内容を変更する必要はないと思う 」 と回答しており、

認定基準改定に伴う表記変更等に関し、 多くの企業が

負担に感じているこ とを示す結果とな り ました。

③第三者認証による厳格さや信頼性を確保するため

に認証審査手続きが複雑で書類が多くなることに

対する考え

　「エコマーク制度の信頼性確保のために、現行の審査

書類数量はある程度理解できる」 の回答率が４５％と

なっており、 現行の書類審査に対して、 一定の理解が

得られているものと考えられます。一方、「認証審査書

類手続きを簡素化しつつ、 第三者認証と しての信頼性

確保は可能」 という意見も ３５％に達しており、審査手

続きの簡素化を望む声も多いこ とがわかり ました。

（複数回答）

メ リ ッ トの有無 ・ 内容 ％

イ メージアップにつながった ４９％

商品の売上アップにつながった １３％

期待ほどのメ リ ッ トはなかった ３２％

まった く メ リ ッ トはなかった ４％

も と も と期待はしていなかった ４％

わからない １６％

（複数回答）

対応／感じている点 ％

表示の改版にコス トがかかる ４１％

環境情報表示は複雑なので、若干の誤りなどはや

むを得ないと思う
１２％

環境情報表示は必要だが、認定基準の改定毎に

表記や表現内容を変更する必要はないと思う
４３％

認定基準の改定毎に改版しなければならないの

で、商品本体やパッケージにはエコマークを表示

しない

７％

表示内容等に関わらず、 も と も とエコマークは表

示しないことにしているので特に問題はない
４％

その他 ６％

認証審査手続きに対する考え ％

エコマーク制度に対する信頼性を確保するため、

現行の審査書類数量はある程度理解できる
４５％

認証審査手続きを簡素化 （自社宣言の証明を増

やすなど） しつつ、 第三者認証と しての信頼性

確保は可能である と思う

３５％

認証審査手続きの複雑さ と第三者認証の厳格さ

は別問題であ り、 エコマーク制度に対する信頼

性とは無関係である

１４％

その他 ３％
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エコマーク認定商品情報

柏市指定の家庭用ごみ袋がエコマークの認定を取得しました

　千葉県柏市では、 ごみの減量化対策の一環と して、

容器包装リサイ クル法の制定に先駆けて、 １９９５年４

月よ りプラスチッ ク系のごみの分別と収集を実施して

きました。 同市では、 市民から分別排出される容器包

装プラスチッ ク類 （プラスチッ クごみ） に関し、 地域

内で再生し、 資源の有効活用を図る 「地域内循環型リ

サイクル」 を積極的に推進しています。

　 この取り組みによる再生プラスチッ クを原料に使用

した 「柏市指定家庭用ごみ袋」 （岩谷マテ リ アル(株)、

認定番号06 128 023） が、 このたびエコマークの認定

を取得しました。

　対象となるエコマーク商品類型Ｎｏ.１２８ 「日用品

Ｖｅｒｓｉｏｎ１.３」 の認定基準では、主な要件と して、 プラ

スチッ ク中に４０％以上の再生プラスチッ クを使用す

るこ とを規定しています。 岩谷マテ リ アル(株) では、

約６年間にわたり試作等を重ね、製品の開発に成功し、

今回のエコマークの認定に至り ました。

　今後もこ う した商品の開発が進み、 地域内における

資源循環のよ り一層の促進が期待されます。

◆岩谷マテ リ アル(株)

ｈｔｔｐ : //ｗｗｗ.ｉｍｃｊｐｎ.ｃｏ.ｊｐ/ｉｎｄｅｘ.ｈｔｍｌ

◆柏市環境部ク リーン推進課

ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｃｉｔｙ.ｋａｓｈｉｗａ.ｌｇ.ｊｐ/ｏｓｈｉｒａｓｅ/

ｏｓｉｒａｓｅ/ｇｏｍｉ_ｉｎｆｏ/Ｇｏｍｉ_ｉｎｆｏ.ｈｔｍ

パソコンの新認定基準による初のエコマーク商品が登場

ＮＥＣパーソナルプロダクツ(株) は、 ２００６年８月３

日に制定された新認定基準、 エコマーク商品類型Ｎｏ.

１１９ 「パーソナルコンピュータＶｅｒｓｉｏｎ２.０」 に基づく

初のエコマーク認定を取得しました。

　新認定基準では、 エコラベルと して世界で初めてパ

ソ コンのＶＯＣ排出抑制対策を基準に選定したほか、

省エネルギー性能 ・低騒音性能の強化、 特定の有害化

学物質の規制、 ＬＣＡ （ラ イフサイ クルアセス メン ト ）

の公表を規定しています。

　今回認定を受けた商品は、 「ＶＡＬＵＥＳＴＡＲ」 （認定

番号06 119 001）、 「Ｍａｔｅ （デスク ト ップ型ＰＣ）」 （認

定番号06 119 002）、 「Ｍａｔｅ （一体型ＰＣ）」 （認定番号

06 119 003）、 「ＬａＶｉｅ」 （認定番号06 119 004）、 「Ｖｅｒｓａ

Ｐｒｏ」 （認定番号06 119 005） で、 個人向けパソコン１２

機種、 企業向けパソコン ８７機種です。

ＮＥＣパーソナルプロダクツ(株) では、 社内基準と

して 「ＮＥＣエコシンボル」 を制度化するなど、積極的

に環境配慮型商品の開発を進めており、 これまでにも

「Ｍａｔｅ （液晶一体型）」 「ＶｅｒｓａＰｒｏ （モバイルノート ）」

「ＭｕｌｔｉＩｍｐａｃｔ」 「カラー液晶ディ スプレイ」 「交換用イ

ンク リボン」 「インク リボンカート リ ッジ」 （いずれも

商品名） 等でエコマークの認定を取得しています。 同

社では、 パソコンに関して、 今後もエコマーク認定機

種を増やしていく とのこ とです。

◆ＮＥＣパーソナルプロダクツ(株)

ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｎｅｃｐ.ｃｏ.ｊｐ/

岩谷マテリアル(株)の

「柏市指定家庭用ごみ袋」

ＮＥＣパーソナルプロダクツ(株)の 「ＬａＶｉｅ」
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国際協力活動

第６回日中韓環境産業円卓会議開催

　第６回日中韓環境産業円卓会議が９月２６日、 ２７日

に中国の山東省煙台市で開催され、 ①グ リーン購入、

②ラベリ ング認証制度、 ③環境産業技術の共有、 ④中

小企業向け環境マネジメン トの普及について議論が行

われました。 本会議には環境省等の政策担当者、 環境

関係機関の担当者が出席し、 エコマーク事務局からも

１名が出席しました。

　円卓会議では、 相互認証の前提となる認定基準の調

和について検討を進めており、 今回の会議の認証制度

のセッシ ョ ンでは、今年３月に中国 ・ 蘇州で開催され

た第２回ワーキンググループ （ＷＧ） での合意を受けて

行われた３カ国ラベル間の認定基準の比較作業につい

て、 報告がなされました。 パソコンとプラスチッ ク製

日用品については韓国 （韓国エコプロダクツ振興院）、

水性塗料は中国 （中国環境連合認証センター）、 筆記

具はエコマーク事務局が報告しました。

　今回の認定基準の比較結果をも とに、 今後第３回

ＷＧを開催し、 共通基準案の作成に向けた具体的な議

論を進めていく こ とにな り ました。

トピックス

コープネッ ト事業連合と共同で 「環境に配慮した買い物キャンペーン」 を実施

エコマーク事務局では９月２５日～１０月２２日に、生

活協同組合連合会コープネッ ト事業連合と共同で 「環

境に配慮した買い物キャンペーン」 を実施しました。

　 キャンペーン期間中には、 同事業連合の会員生協

（いばらぎコープ、 とちぎコープ、 コープぐんま、ちば

コープ、 さいたまコープ、 コープと う き ょ う、 コープ

ながの） の約２００店舗および共同購入用冊子 「ハピ ・

デリ！」 （毎週約１５３万部発行 〔配布〕） を通じて、 環

境に配慮した買い物の普及に向けた活動を展開しまし

た。 また、 抽選で図書カードがあたる企画には５,０００

通を超える応募をいただき、 生協を利用する消費者の

方々の、環境に対す

る関心の高さがうか

がえる結果とな りま

した。

「エコ ・ リサイクル資材Ｎａｖｉ」 においてエコマーク商品情報が充実

(財)建設物価調査会は、「建設Ｎａｖｉ」 （ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.

ｋｅｎｓｅｔｕ-ｎａｖｉ.ｃｏｍ/） 内の 「建設リサイ クル資材ガイ

ド」 と 「グ リーン購入ガイ ド」 を統合し、 「エコ ・ リサ

イ クル資材Ｎａｖｉ」 と して ２００６年１０月に リ ニューア

ルオープンしました。

　 このサイ トでは、 建設工事で使用される製品等に関

する再資源化資料、用途、材料、環境基準、施工事例、

価格 （公表） 等を体系的に閲覧できます。

今回のリニューアルに伴い、 エコマーク認定商品の

検索が容易になる と と もに、 認定商品の画面にはエコ

マークが表示されるよ うにな り ました。 今後、 グ リー

ン購入において参考と されるこ とが期待されます。

◆エコ ・ リサイクル資材Ｎａｖｉ

ｈｔｔｐ://ｒｅｃｙｃｌｅ.ｋｅｎｓｅｔｕ-ｎａｖｉ.ｃｏｍ/

「環境に配慮した買い物

キャンペーン」 リーフレ

ッ トの表紙

ＧＥＮ総会開催

１０月２０日、 ２１日に韓国・ ソウルで、 世界エコラベ

リ ング ・ネッ ト ワーク会員年次総会 （ＧＥＮ総会） が開

催されました。

　総会に先立って行われた会員によるワークシ ョ ップ

では、 現在のＧＥＮの活動のレビューを行った上で、

今後に力を入れていくべき分野、ＧＥＮの長期的ビジョ
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イベントのお知らせ

「エコプロダクツ ２００６」 にエコリーフ、ＧＰＮ、ＮＡＣＳ と共同出展します

　エコマーク事務局は、１２月１４日～１６日に開催され

る 「エコプロダクツ ２００６」 （主催 ： (社)産業環境管理

協会、 日本経済新聞社） に、 エコ リーフ （(社)産業環

境管理協会）、 ＧＰＮ （グ リーン購入ネッ ト ワーク）、

ＮＡＣＳ （(社)日本消費生活アドバイザー ・ コンサルタ

ン ト協会） と共同で出展をします。

　エコプロダクツ展は、 エコプロダクツの普及とビジ

ネスチャンスの拡大を目的と して １９９９年にスタート

し、 ２００６年で８回目の開催とな り ます。 わが国最大

級の環境総合展で、 ２００５年の出展数は５００社・団体

を超え、 １４万人以上が来場しました。

今回の４団体による共同展示では、 「“商品選び” 環

境情報コーナー」 を設け、 来場者の皆様にク イズやア

ンケート等を通じて環境配慮型商品への認識を深めて

いただくために、 参加型の展示を予定しています。 多

くの皆様のご来場をお待ちしており ます。

日　時 ： １２月１４日（木）～１６日（土）

１０ ： ００～１７ ： ００

場　所 ： 東京ビッ クサイ ト  東展示場１～４ホール

（東京都江東区有明３-２１-１）

問合せ ： エコプロダクツ ２００６運営事務局

ＴＥＬ　０３-５７７７-８６００ （来場関連）

Ｅ-ｍａｉｌ　　ｅｃｏ-ｐｒｏ＠ｅｖｅｎｔ-ｎａｖｉ.ｃｏｍ

Ｕ Ｒ Ｌ ： ｈｔｔｐ://ｅｃｏ-ｐｒｏ.ｃｏｍ/

編集 ・発行／財団法人 日本環境協会　エコマーク事務局

〒１０６-００４１　東京都港区麻布台１-１１-９ ダヴィンチ神谷町２F

認証課 TEL:０３-５１１４-１２５３ FAX:０３-５１１４-１２５７
基準課 ・ 普及課 TEL:０３-５１１４-１２５５ FAX:０３-５１１４-１２５７
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関連情報

２００６年度 「環境にやさしい買い物キャンペーン」 実施

　今年も 「環境にやさしい買い物キャンペーン」 が実

施されました。 昨年に引き続き全４７都道府県が参加

し、 日本生活協同組合連合会、 日本チェーンス ト ア協

会、 日本百貨店協会、 (社)日本フランチャイズチェー

ン協会等の協力によ り、 全国約４５,０００店舗で活動が

展開されました。

　各地方自治体では、 地域内における環境に配慮した

消費行動の普及に向けた企画やイベン トなど、 様々な

取り組みが展開されました。

　長野県では、 エコマークをはじめとするマークを集

める と、５枚１口で 「もったいないふろしき」 が当たる

企画を実施しました。 また、 いくつかの店舗では 「ス

ーパー エコ探検」 を通じて、環境ラベル商品、 レジ袋

削減の取り組み、 青果物の生産地とフードマイレージ

などに関する学習が行われました。

　滋賀県では、 温暖化抑制をテーマにした啓発イベン

ト 「ＣＯ２ダイエッ ト買い物大作戦」 を実施。 県内の６

店舗でパネル展示や景品付きのクイズなどを行い、 地

球温暖化への影響が少ない消費行動について、 楽しみ

ながら学ぶ機会を提供しました。

　 このほか群馬県や香川県では、 地域内共通のポイン

ト制度によ り、 商品券、 地域特産品、 風呂敷などの賞

品がもらえる、 マイバッグキャンペーンが展開されま

した。

ンと目標についてディ スカッシ ョ ンしました。 総会で

は、 ワークシ ョ ップでの議論の内容を踏まえ、 会員間

の協力の強化をはじめとする今後の活動プランを立案

しました。

　 また、 ＧＥＮ総会前の１７日には、 グ リーンマーケテ

ィング会議が開催されました。 昨年、 韓国でグ リーン

購入法が施行されたのを受け、 国内外から多くの参加

者が集ま り ました。


